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農薬の水域生態リスク評価の最前線 

－シングルストレスからマルチストレスの世界へ－ 

 

 国立研究開発法人 農業環境技術研究所 

有機化学物質研究領域  永井 孝志 

 

１．はじめに 

 自然界はミクスチャーでありマルチストレスである。河川からは数十種の農薬が同時に検出さ

れることは珍しくなく、水生生物はこれらの多数の農薬のミクスチャーによる複合曝露を受けて

いる。また、水生生物は農薬以外にも、地形や気象、流水などの物理要因、農薬以外の化学物質

や水質などの化学要因、他の生物との相互関係などの生物要因など、多種多様な要因による影響

を日常的に受けているマルチストレス環境である。このような中で農薬の生態系保全に関する規

制は、日本だけでなく諸外国においても、単独の農薬の影響のみを考慮し、農薬同士の複合影響

や農薬以外の要因は考慮されないのが一般的である。 

 米国や欧州では農薬の健康影響に関しての複合影響の検討は比較的進んでいる状況である 1)。

米国の Food Quality Protection Act（食品品質保護法）では、同一の作用機作を有する農薬の累積リ

スク評価（Cumulative Risk Assessment の訳）が要求され、5つの農薬グループ（有機リン系、ト

リアジン系、酸アミド系、カーバメート系、ピレスロイド系）のそれぞれについての累積リスク

評価が 2001年から 2011年にかけて実施された。一方欧州では、2009年の欧州理事会決定により、

将来のリスク評価において化学物質の複合影響の考慮が必要とされることになった。これを受け

て欧州委員会では、複合影響評価に関する現状や課題の解析を行っている。また、European Food 

Safety Authorityでは、農薬の残留基準の設定に複合影響を考慮するための手法論の検討が続いて

いる 2)。 

 日本においても化学物質の複合影響を考慮した規制制度がすでにある。ダイオキシン類の評価

においては、毒性等量（Toxicity Equivalency Quantity, TEQ）に基づき、耐容一日摂取量を設定し

て基準値等が定められている。TEQ は、それぞれ毒性の異なる異性体の毒性を、毒性等価係数に

基づいて 2,3,7,8-TCDDの量に換算して合計したものである。また、水道水の水質目標管理項目に

おいて、総農薬としての目標値が定められている。これは、120種の農薬（平成 27年 4月の時点）

について、それぞれの検出値を目標値で割ったものの総和が 1 を超えないこととして設定されて

いる。 

 化学物質の生態影響においては、米国等での全排水毒性（WET）手法の活用が主なものである。

これは、様々な化学物質の混合物である排水そのものを使ったバイオアッセイ（WET 試験）に基

づいて排水管理を行うものである。他にも複合影響に関する研究例は沢山あるが、主に二種類の

化学物質の混合曝露下において、相乗効果や拮抗効果が見られるかどうかを調べた研究が多い。

そこから先にある、リスク評価や管理に複合影響をどのように実装するか、というところまでは

議論があまり進んでいない。本稿では、まずは農薬同士の複合影響の評価手法の紹介を行い、さ

らにマルチストレス環境にある野外生物群集における農薬の影響評価手法について紹介する。 
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２．化学物質の複合影響の評価方法の基本 

２．１．複合影響予測モデル 

 複合影響を予測するモデルとして主なものに Concentration Addition モデル（CA モデル）と、

Independent Action モデル（IA モデル）がある 3)。CA モデルは毒性で重み付けした濃度をそれぞ

れ加算していく方法であり、ダイオキシン類の TEQ や水道水の総農薬方式を計算する方法と同様

の概念である。このモデルは作用機作が同様の物質間で用いられる。IA モデルは、毒性の発現が

完全に独立に起こるという仮定の下で、確率を乗算していく方法であり、作用機作が異なる物質

間で用いられる。両者ともに、それぞれの物質の濃度反応関係から累積影響率を計算することが

可能である（図 1上段）。 

 CA モデルと IA モデルの計算方法を解説する。CA モデルでは毒性で重み付けした濃度（Toxic 

Unit, TU）の計算が核となる： 

TU = 濃度/毒性(EC50) 

例えば、農薬 Aと農薬 Bが混合している場合は： 

TUmixture = TUA + TUB = [農薬 A]/EC50A + [農薬 B]/EC50B 

となり、ロジスティック式による濃度反応関係を仮定する場合は： 

影響率 mixture = 
1

1 + TUmixture
fb 

と計算される。ここで fb値は、農薬 Aと農薬 B のそれぞれ個別の濃度反応関係式から得られる傾

きの平均値である。CA モデルでは本来、濃度反応関係の傾きが等しいということが前提となって

いる。しかしながら、実際には傾きが若干異なるため、平均値をとって調整する。傾きが大きく

異なる場合には作用機作が異なることが示唆されるため、CA モデルではなく IA モデルの適用が

望ましいとされる。 

 IAモデルでは、影響は完全に独立に起こると仮定して確率をかけ算する（相乗効果とは異なる）。

農薬 Aと農薬 Bの複合影響は、まずそれぞれ独立に濃度反応関係から影響率の計算を行い、最後

に以下の式で計算する： 

影響率 mixture = 1 − ∏(1 − 影響率) = 1 − [1 − 影響率 A]×[1 − 影響率 B] 

 これらのモデルについては、これまでに多くの実験的な検証が行われている。例えば、緑藻を

用いた生長阻害試験において、18種類のトリアジン系除草剤（作用機作は光合成の光化学系 II阻

害）を阻害率 1%の各濃度で混合した結果、47%の増殖阻害率が得られた。そして、CA モデルに

よる予測では 43.7%、IA モデルによる予測では 16.6%と、CA モデルによる予測と一致していた
4)。同様に、16種類の作用機作の異なる薬剤を阻害率 1%の各濃度で混合した結果、18%の阻害率

が得られた。そして、CA モデルによる予測では 75.0%、IA モデルによる予測では 14.9%と、IA

モデルによる予測と一致していた 5)。他にも多数の複合毒性試験をレビューした研究が報告され

ている 6)。 
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図 1. 複合影響評価の概念 

 

２．２．複合影響モデルの多種系への応用 

 上記の CA, IA モデルの説明は単独種を用いた毒性試験の予測手法である。しかしながら、生態

リスク評価は単独種への毒性をベースに行うものではなく、あくまで生物群集をターゲットとす

るものである。そこで便利な概念が種の感受性分布（Species Sensitivity Distribution, SSD）である
7)。経験則により、多数の生物種の感受性は対数正規分布に適合することが知られており、図 2の

ように累積確率分布で表現できる。つまり、ある程度の数（例えば OECDのガイダンスでは 5種

以上）の毒性データが揃っていれば環境中濃度と影響を受ける種の割合の関係を推定して表現で

きることになる。これが種の感受性分布の基本的な考え方である。すなわち、種レベルの影響か

ら生物群集レベルの影響を予測（外挿）するモデルと捉えることもできる。SSD 法は生態系への

影響を濃度との関数として表すことができるので、定量的なリスク評価方法として活用できる。

農薬の濃度がわかると影響を受ける種の割合が計算でき、この指標は生物多様性（種の多様性）

にどれだけ影響があるか、という定量的な「生物多様性影響度指標」として位置づけることがで

きる。日本で使用される様々な水稲用除草剤や箱育苗施用殺虫剤についても、SSD を用いて評価

したリスクの比較を行った事例がある 8), 9)。 

 CA、IA の複合影響モデルは、SSD にも同様に適用することができる。それぞれの物質の SSD

を濃度反応関係曲線と見なし、CAモデルや IAモデルを適用することで、複数物質によって影響

を受ける種の割合（multi substance potentially affected fraction, msPAF）を計算することができる（図

1下段）。これを複数物質による累積リスクとみなす。これまでに、オランダの農業用水路で 261

農薬の累積リスクを評価し、水路の生物調査のデータと比較した研究例が報告されている 10)。こ

の結果では、msPAFが 10%以上の地点で生物の種組成が変化した。ただし、msPAFの直接的な検

証データは得られていないため、今後の重要な課題となる。 
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図 2. 種の感受性分布の概念図。6生物種の毒性値のバラツキを対数正規分布（図中の曲

線）に適合させている。 

 

 多種類の農薬が混合している系で、同じ作用機作同士のものと異なる作用機作のものが混在し

ている場合には、CA-IA 混合モデルを用いる。図 3は 6つの農薬の混合下を想定し、農薬 a, b, c

が作用機作 1、農薬 d, e が作用機作 2、農薬 fが作用機作 3の場合の累積リスクの計算の概念図で

ある。まず、作用機作 1の農薬 a, b, cの累積リスク（PAFMoA1）を、それぞれの SSD から CAモデ

ルで計算する。次に、作用機作 2の農薬 d, eの PAFMoA2を、それぞれの SSD から CA モデルで計

算する。最後に、PAFMoA1、PAFMoA2と農薬 f の単独の影響率 PAFMOA3から、IA モデルによって

msPAFを計算する。このように、混合物質数がいくつであっても同様の方法で計算することが可

能である。 
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図 3. CA-IA 混合モデルによる累積リスクの計算 

 

 ところで複合影響といえば、加算的以上の影響をもたらす相乗効果、もしくは互いに毒性を打

ち消し合って加算的以下の影響になってしまう拮抗効果が想定される。CAモデルや IAモデルは、

基本的にそのような相互作用を想定していない。この想定の下での複合影響の予測は妥当なのだ

ろうか。当然、実際の化学物質の複合影響では相乗や拮抗効果が起こりうるが、ここではファン

ネル仮説という考え方を紹介する。ファンネル仮説とは、Warne and Hawker
11)によって提唱された
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複合影響に関する概念である（図 4）。混合の物質数が少ない場合、加算的モデルによる予測か

らの解離が大きい（相乗もしくは拮抗）ケースが多数出てくる（図 4の左側）が、混合物質数が

増えるにつれて、個々の組み合わせでは相乗や拮抗効果が起こるが、その組み合わせが多いため

にそれらが互いに相殺されて、見かけ上加算的に近づいていく（図 4右側）。この図 4のグラフ

が漏斗状に見えるためファンネル仮説と名付けられた。 
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図 4. ファンネル仮説の概念図 

 

 毒性学的に興味を持たれるのは、高濃度 2 種類の混合系で相乗あるいは拮抗効果を見いだし、

そのメカニズムを探る研究である。しかしながら生態リスク評価で重要となるのは、むしろ実際

の野外環境で見られる低濃度多種類混合下での累積影響である。このような場合、相乗や拮抗効

果を重要視するよりも、全てファンネル仮説の下で加算的に計算できる方が効率的かつ実用的で

ある。しかしながら、SSD を用いた多種系においては、実験的にファンネル仮説を検証した研究

例は現時点では報告されていない。この検証のための研究が今後必要となってくる。 

 

３．農業環境技術研究所における農薬累積リスク評価の研究 

３．１．SSD-複合影響モデルの検証実験 

 ファンネル仮説の想定の下、SSD に複合影響モデル（CA と IA）が適用可能かどうかの実験的

検証を行った。農業環境技術研究所で公開している「河川付着藻類を用いた農薬の毒性試験マニ

ュアル 12)」に従い、5種類の付着藻類（Pseudanabaena galeata N512株; Desmodesmus subspicatus N797

株; Achnanthidium minutissimum N71株; Nitzschia palea N487株; Navicula pelliculosa U673株）を用い

て、各種農薬を 5種類組み合わせた複合毒性試験を行った。5種類の除草剤の組み合わせとして、

作用機作が同じ除草剤同士の混合と作用機作が異なる除草剤同士の混合の 2 通り作った：複合１

（作用機作が同じ）プレチラクロール、ブタクロール、メフェナセット、カフェンストロール、

フェントラザミド；複合２（作用機作が異なる）プレチラクロール、ベンスルフロンメチル、シ

メトリン、エスプロカルブ、ピラクロニル。そして、それぞれの除草剤の毒性試験から解析した
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SSD の 5, 10, 20パーセンタイルの濃度（それぞれ HC5, HC10, HC20と表記）で混合した。このと

きのコントロール区の増殖速度を 1とした場合のそれぞれの藻類の比増殖速度を図 5に示す。 
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図 5. 複合毒性試験における各種の比増殖速度 

 

 比増殖速度が 0.5以下になった場合にその種は影響を受けたとみなし、5種で試験をしたうち 1

種が影響を受けるたびに影響を受ける種の割合（msPAF）が 20%ずつ上昇するとして、影響を受

ける種の割合は図 6のように計算された。また、CA モデルと IA モデルを用いた複合影響の予測

結果も重ねて図 6に示す。作用機作が同じ複合１の場合には、CA モデルの方が IA モデルよりも

予測精度が良好であった。一方、作用機作が異なる複合２の場合には、IAモデルの方が CA モデ

ルよりも予測精度が良好であった。つまり、SSD を用いた複数の農薬による影響を受ける種の割

合（msPAF）の計算においても、CA と IA モデルが適用可能であることを示すことができた。こ

れは、図 3に示した累積リスクとしての msPAFの計算の妥当性を示すものである。 
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図 6. 複合毒性試験結果とモデル予測の比較 
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３．２．防除体系毎の生態リスク比較 

 SSD と複合影響モデルの統合により、複数の農薬使用からなる防除体系毎の定量的なリスクの

比較が可能となる。これにより、「農薬の使用量を減らす」、「より低毒性の農薬に切り替える」、

「農薬の流出防止対策をとる」などの管理対策を行った場合のリスク低減効果を事前に定量的に

評価して、効率的な管理対策を選択できるようになる。例えば現在の環境保全型農業においては、

農薬使用量（農薬成分使用回数）の低減が優先的に行われているが、使用する農薬の種類毎にそ

れぞれリスクの大きさは異なり、また同じ農薬であっても使用方法や流出防止対策などによりリ

スクは変化する。よって、農薬の使用回数を減らす努力がそのままリスクの低減に貢献するとは

限らない。「減らすべきは農薬ではなく農薬使用に伴うリスクである」という原則に立ち、農薬

を削減する前後のリスクの大きさを定量的に比較することでリスクの低減効果が明確になり、環

境保全効果をよりアピールしやすくなる。また、やみくもに農薬を減らして生産効率を下げるよ

りも、低リスクの農薬に切り替えて流出防止対策を徹底することでリスクを下げることができ、

農業生産の安定化と環境保全対策とが両立する方向を探ることができる。 

 各防除体系で使用する農薬の SSDと濃度予測から、CA-IA 混合モデルにて累積リスクを計算す

ることにより、防除体系毎のリスクの大きさを定量的に比較した事例を紹介する。フィールドは

茨城県南部の桜川の支流である逆川流域とし、典型的な慣行（成分数として 14回使用）および特

別栽培（同 6 回使用）の各シナリオ下での農薬使用に伴う生態リスクを評価した。慣行栽培での

累積リスク（msPAF）は 6.2％であったのに対し、農薬成分数を半分以下に低減した特別栽培では、

リスクは 4.2％まで減少した。一方、慣行栽培において、水管理の徹底（農薬流出防止対策(1)）す

ることによるリスクは 5.2％に減少し、さらに、畦塗りの徹底（農薬流出防止対策(2)）により、河

川への農薬流出量が大幅に減少するため、特別栽培と同程度の 3.5％までリスクを低減できること

が示された（図 7）。以上のように、農業現場での様々な農薬使用に伴うリスクを定量的に評価

することが可能となり、農薬の節減や農薬流出防止対策の導入によるリスク低減効果を相互に比

較することで、地域性を考慮した適切な農薬使用方法の提示が可能となった。 

 

栽培方法
農薬
成分数

リスク
msPAF

慣行栽培 14 6.2%

農薬の節減

農薬流出防止対策(1)

栽培方法
農薬
成分数

リスク
msPAF

特別栽培 6 4.2%

農薬流出防止対策(2)

栽培方法
農薬
成分数

リスク
msPAF

慣行栽培
（水管理の徹底）

14 5.2%

栽培方法
農薬
成分数

リスク
msPAF

慣行栽培
（畦塗りの徹底）

14 3.5%

 
図 7. 農薬使用に伴う生態リスク評価結果（慣行および特別栽培との比較） 
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４．野外生物調査から影響を評価する 

 これまで上記で述べてきたことは、実験室内での毒性試験をベースとした知見であり、農薬と

いうシングルストレスによる複合影響を見てきたものであった。また、累積リスク（msPAF）の

生態学的な意味付けについては現時点では不明確である。すなわち、例えば 10%の種に影響が出

た場合に生態系はどうなるのか？といった問いには現時点では明確な答えを出すことはできない。

ところが実際に我々が知りたいのは、実験室内での生物への影響ではなく野外の生物群集に対す

る影響である。ただし、実際の野外生物群集は様々な要因によって影響を受けるマルチストレス

の世界であり、農薬の影響はその中のわずかな部分でしかない。また、対照区の設定が難しいこ

ともあり、野外生物調査から農薬の影響を調べるのは非常に困難であるとされてきた。しかしな

がら近年では、この困難を乗り越えるための研究が進んできているので、その手法について紹介

する。 

 通常の野外生物調査では、多数の種の個体数のデータが得られるため、これを単純化するため

に生物群集 indexを用いることが一般的である。例えば、トータル種数や、Shannonの多様度指数、

底生生物であれば EPT 値（トビケラ、カゲロウ、カワゲラ種数）や ASPT値（日本版平均スコア

法）、付着藻類であれば DAIpo（diatom assemblage index to organic pollution）などがある。これら

の値と、その地点での農薬濃度から計算された msPAF の相関を取ろうと考えても、図 8 左のよ

うに、バラバラなプロットからほとんど相関なしという結果が得られてしまう。これは、農薬以

外の影響が大きいため、農薬の影響との相関が隠れて見えなくなるからである。そこで、相互関

係を調べるため、平均値からのずれを最小化する通常の回帰分析ではなく、95パーセンタイル点

を用いた分位点回帰が有効である。農薬の影響の程度がどの程度かにかかわらず、農薬の影響が

もし存在するならば、生物指標値の上限は制限を受けるはずである。ただし、上限値は統計的に

脆弱な値であるため、代わりにより頑健な 95パーセンタイル点を用いて回帰を行うことが望まし

い。この分位点回帰を用いると、その上限値付近が農薬の影響によってどのように変化するかを

捉えることができる。図 8右のプロットは左の図と全く同じであるが、通常の回帰では見つから

ない上限値の変化が発見できる。この回帰線よりも下に位置するプロットは農薬以外の影響を受

けて生物群集 index が下がっていると解釈できる。また、この結果を用いると、切片の値がその

「場」における生物指標の最大値を示すことになる。 

 

msPAF

生物群集
index

msPAF

通常の回帰 分位点回帰

 

図 8. 野外生物調査データの解析のイメージ図 
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 例えば Iwasaki and Ormerod
13)は、英国、米国、日本の金属汚染河川における約 400地点の野外

底生動物の調査データから、上記の手法を用いて銅、亜鉛、カドミウム、マンガンがそれぞれ EPT

値に有意な影響を与えない濃度を推定した。これらの濃度は、室内毒性試験から計算された予測

無影響濃度とほぼ同様な値を示したことが報告されている。 

 さらに近年、新しい生物群集 indexとして、SPEAR (SPEacies At Risk)という河川底生生物指標

が開発された 14)。SPEAR の WEB サイト（http://www.systemecology.eu/SPEAR/index.php）におい

ても紹介されているが、近年注目を集めている Trait based ecological risk assessment の一つと考え

られる。これは、農薬の影響を統計的に増幅させることで、野外生物調査においても鋭敏に農薬

の影響を検出できるように工夫されたものである。SPEARの解析においては、河川底生生物を(1)

農薬への感受性、(2)生活史形質（trait）の２つの観点から、農薬によるリスクを受けやすい種

（SPEAR）と受けにくい種（notSPEAR）に分けるのが核となっている。さらに、生活史形質は個

体群の回復性のポテンシャルの観点から(1)世代時間、(2)コロニーの移動性、(3)農薬の使用時期に

水中にいるかどうか、が考慮される。そして、河川生物のモニタリング調査から、全体の個体数

に対して、SPEAR の個体数の割合を「%SPEARpesticide」という指標で表現する。この指標が低いほ

ど農薬の影響を受けている地点と見なすことができる。実際に、河川水中の農薬濃度をミジンコ

の毒性（EC50）で割った係数 Toxic Unit（TU）と%SPEAR は良い相関が得られることが知られて

おり、いくつかのケーススタディーでその妥当性が確認されている。msPAFによって計算された

生態リスクの大きさと、このような現場環境での影響指標とがどのような関係になるかなどが、

今後の重要な課題となると考えられる。 

 例えば SPEAR を開発したドイツの Liessらのグループは、野外生物調査の結果を用いて msPAF

と SPEAR の関係を調べた結果を報告している 15)。この論文によれば msPAF が 5%以下の場合で

も、SPEAR の減少が見られるとのことである。また、農業環境技術研究所でもこれに類似する研

究を開始したところである。 

 

５．今後の展望 

 これまで農業環境技術研究所では、全国の河川における農薬生態リスクを俯瞰するリスクマッ

プの作成等を行ってきた。これは、全国の流量観測地点 350 地点における河川水中農薬濃度をモ

デルによって予測し、それと SSD を組み合わせて影響を受ける種の割合の全国分布を解析するも

のである。これまでに約 70種の農薬について解析し、この結果を簡便に可視化できるツールも開

発中である。今までは、個別の農薬毎のリスクを解析してきたが、今後はこれらの複合影響を考

慮した累積リスクとしての全国分布を解析するなどの研究が課題となってくるだろう。さらに、

その累積リスクの妥当性の検証のため、野外生物調査を行って比較を行っていくことも重要な課

題である。このように、単独の農薬の影響→複数の農薬による複合影響→農薬以外の影響も考慮、

という順番で、シングルストレスからマルチストレスの世界へと研究を進化させていく必要があ

るだろう。 
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